
学童保育における担い手の多様性

一
制度化の中の「運動」の形態一

速水聖子

1．はじめに一社会課題としての学童保育

　近年、子育て支援に関わる議論は盛んであ

るが、その中心的論点は乳幼児期の子育て支

援や保育所整備であり、学童期の子育て支援

についての先行研究はほとんど見当たらない。

実際には、共働き世帯の増加や働き方の多様

化に伴い、学童保育1）の社会的ニーズは急激

に高まっている。

　表1に示すように、この10年くらいの間

に学童保育数は施設・入所児童数ともに1．7

倍と急増している。この間、1997年に学童保

育は少子化対策としての子育て支援政策の一

表1　全国の学童保育数・入所児童数の推移

年 学童保育数 入所児童数（人）

1998 9，627 333，100

2003 13，797 538，100

2006 15，858 683，476

2007 16，668 744，545

2008 17，495 786，883

2009 18，475 801，390

2010 19，744 804，309

2011 20，204 819，622

2012 20，846 846，967

2013 21，635 888，753

2014 22，096 933，535

2014　全国学童保育連絡協議会調査

環で初めて法制化（児童福祉法に位置づけ）されるとともに、2000年代に入ると学校施設

の活用をめぐって放課後児童対策事業（文科省）との連携が模索されるなど制度化された

中での政策方向の一貫性にゆらぎもみられる。

　もともと学童保育は地域のニーズに応じた民間での共同保育運動として出発してきた歴

史的経緯を持ち、現在も地域ごとに運営主体や担い手はさまざまである。全国学童保育連

絡協議会の調査（2013）によると、公立公営が40％、社会福祉協議会10％、地域運営委

員会20％、保護者会6％、その他法人15％となっている。近年はNPOによる運営や民間

企業の参入が急増しており、担い手となる社会資源の多様化はさらに進んでいる状況であ

る。このように、学童保育は自治体ごとに施策や実施のあり方がかなり異なっており、1990

年代以降の法制度化の変遷は、その多様性にさらに拍車をかけている状況がある。

　本稿では、これまでの学童保育の歴史的背景を把握した上で、近年の学童保育をめぐる

政策動向が地域ごとに展開されてきた学童保育の独自性や多様性にどのような影響を及ぼ

しているのか、について事例からの考察を加えたい。

2．学童保育の歴史的展開一運動としての学童保育と制度化の流れ

　学童保育の歴史は、働く親たちが安心して子どもを預けられる場所を自主的に作り出す

運動としてスタートしている。保護者自ら立ち上げるものや、保育所や小学校の教員とと
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もに運営を始めるものなどがあり、特に大阪や東京をはじめとする大都市を中心にして、

放課後に保育に欠ける子どもたちのためという福祉的発想から子育ての共同化をめざす運

動であった。時系列に沿って簡単に学童保育の歴史的展開について以下で紹介しよう。

（1）1960年代の学童保育

　学童保育の歴史を残すまとまった資料はほとんど残っていないが、1950年代には大阪の

社会福祉法人（今川学園）や西淀川児童館、東京の板橋区で学童保育が始まったとする記

録がある。初期の学童保育は、保育所・小学校・児童館などの施設を間借りする形であっ

た。急増する留守家庭児童対策のニーズに合わせて、1960年代の初頭には札幌・川崎・横

浜・名古屋・東京（23区）など主要大都市で自治体独自の要綱として自主的に行われてき

た学童保育への補助・助成がスタートしている2）。例えば、東京都では1963年に民政局に

よる補正予算で学童保育事業補助費を計上し、共同学童保育所が公立学童保育所に吸収、

あるいは新たに公立学童保育所が増設される形となった。

　このように、東京をはじめ、大阪その他の都市部では、当時の革新派自治体行政にも後

押しされて、独自の補助へとつながっている。また、1962年に東京都学童保育連絡協議会

が結成されて以降、1960年代後半には全国の都市部で学童保育連絡協議会が設立され、各

地での学童保育の向上・改善をめざす運動母体として活動していくこととなる。

　国として初めて学童保育に補助を行ったものは、1966年の文部省（当時）による留守家

庭児童会育成事業であり、これを機に全国で市町村が実施する留守家庭児童対策（学童保

育事業）への補助が始まった。この時期、いわゆる「カギっ子」が社会問題化したことに

も影響され、1963年には留守家庭児童への対応として厚生省（当時）による児童館設置へ

の国庫補助も始まっている3）。このように、制度としての留守家庭児童対策は当初から福

祉政策と教育政策の両方向に位置づけられており、この両義性は現在までの制度化の混乱

にも影響している。

（2）1970年代の学童保育

　1967年に東京都学童保育連絡協議会で開かれた研究集会に全国各地から学童保育関係

者の参加があったことを契機に、全国学童保育連絡協議会が誕生した。1970年に文部省の

留守家庭児童会育成事業はわずか4年で打ち切られたこともあって、1973年に全国学童保

育連絡協議会は児童福祉法を法的根拠として国への学童保育の制度確立を求める最初の請

願を行っている。これらの声を受ける形で、1976年から厚生省により都市児童健全育成事

業が創設・施行された4）。しかし、この事業はあくまでも都市部の児童館等の整備を進め

るための経過的措置であり、地域の主体的活動としての留守家庭児童対策を助長する奨励

的観点から行われるものとされた5）。
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　このように、国はあくまでも「すべての児童の健全育成のための児童館整備」の一環と

して学童保育を位置づける姿勢をくずさず、このことは1960年代から独自に学童保育へ

の補助を行ってきた地方自治体の施策にも影響を与えた。例えば、広島市では1977年に

留守家庭児童を特別扱いせずに一般児童と一緒に児童館で遊ばせるのが教育的とする理由

で、「児童館一元化」を提案した。しかし、これまで学童保育を担ってきた父母会や指導員

の大きな反対運動により、1983年に4つの条件を盛り込む留守家庭子ども会実施要領とし

て、児童館と学童保育（留守家庭子ども会）は別のものと明文化された6）。

　1970年代は「カギっ子」と合わせて、青少年非行が問題視される中で、児童の健全育成

という視点から児童館をその拠点におこうとする国に対し、働く親を当事者とする学童保

育運動は地方自治体ごとの学童保育の多様化に結びつくことになる。

（3）1980～1990年代の学童保育

　自治体によってさまざまな学童保育施策が展開される中で、その主要な流れの1つに

1970年代後半から1990年代にかけての学童保育に関する条例化を挙げることができる。

それまで、自治体毎に独自のルールで学童保育事業を予算化したり、事業補助を展開して

きた自治体において、これまでの施策を明文化する形での条例化が顕著にみられた。例え

ば、東京都大田区では1985年に「大田区学童保育の実施等に関する条例」、大阪府吹田市

では1982年に「吹田市留守家庭児童育成室条例」などが施行され、都市部を中心に学童

保育のローカルな制度化が図られた。その背景には、全国をはじめ各地での学童保育連絡

協議会を中心とする学童保育運動の積極的な取り組みがあったことはいうまでもない。

　一方、1980年代以降、少子化対策という枠組みの中での子育て支i援が喫緊の政策的課題

として浮上する7）。特に、1990年のいわゆる「1．57ショック」などをふまえて、少子化と

いう社会情勢の変化を背景に学童保育も政策的テコ入れが進んだ。厚労省は1991年より

都市児童健全育成事業を発展的に解消し、学童保育事業を担う「放課後児童クラブ」を設

置するものとして学童保育に特化する補助金事業である「放課後児童対策事業」を創設し

た8）。1994年からのエンゼルプラン以降、国の少子化・子育て支援計画の中で学童保育事

業は両立支援の重点施策と位置づけられ、学童保育施設数・児童数ともに大幅に増大して

いることは、表1において見た通りである。

　1997年には児童福祉法が改正され、学童保育は「保護者が労働等により昼間家庭にいな

い小学校に就学しているおおむね10歳未満の児童」に対して「遊び及び生活の場を与え

て健全な育成を図る」「放課後児童健全育成事業」としてはじめて法制化されたのである。

しかし、法制化されたものの、公的責任の最終的な有無はどこにあるのか（国なのか地方

自治体なのか）あいまいであること、さらに学童保育の設備や人員における最低基準は1

つの目安であり、法的拘束力がないことなどから、現実的には多くの問題が噴出する。特

に、法制化以降、児童クラブ数や登録児童数が増大する一方で、待機児童数問題や希望者
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受け入れのための定員数の緩和などにより、放課後児童クラブの大規模化による施設の狭

小化や指導員確保問題が具体的な課題として多くの学童保育の現場でみられた。

　1990年代後半から、首都圏や大都市圏ではこのような問題を解決するために、文科省の

事業として教育施策として進められてきた全児童対策事業（放課後子ども推進事業）を利

用し、小学校の空き教室を学童保育施設として活用するケースが増えた。全児童対策事業

は自治体によって実施状況や内容も異なるが、当該の小学校に通う1～6年生の希望する

すべての児童を対象に遊び場を提供するという趣旨の事業である9）。折しも、行財政改革

の推進も叫ばれている中で、自治体によっては従来の学童保育事業から全児童対策事業に

切り替えたり、並列させるケースが出始めたのである10）。子どもたちの放課後対策として、

「生活の場」としての学童保育と「遊び場」としての全児童対策事業は目的も趣旨も異な

るにもかかわらず、現実には混在化するとともに、このような状況がこれまで学童保育運

動を担ってきた指導員や保護者らとの間で、大きな軋礫を生む結果ともなっている。

　当初から学童保育政策は、厚労省主管の福祉政策と文科省主管の教育政策の狭間で揺れ

動く二重性の問題を抱えていたことは既述したが、1990年代以降、この二重性を抱えたま

まの制度化が学童保育の現場の混乱を招いたことは否めない。

3．学童保育の制度化をめぐる政策の転換一1997年の制度化以降の政策展開

　2007年、厚労省と文科省はそれまでの放課後児童健全育成事業（学童保育）と全児童対

策事業を連携または一体的に進める「放課後子どもプラン」をスタートさせた。同年に厚

労省から「放課後児童クラブガイドライン」が発表され、学童保育の質（望ましい児童数

規模やスペース・指導員資格・放課後児童クラブの運営や役割など）について初めて法制

化が図られた。しかし、このガイドラインに法的拘束力や罰則規定はなく、あくまでも「望

ましい方向」を示すという理解であった。

　厚労省・文科省の連携の下で、放課後児童対策の一環に学童保育を位置づけるという国

の姿勢は現在の子ども・子育て支援法にも引き継がれている。2014年7月末に出された「放

課後子ども総合プラン」では二重性を保持したまま、厚労省・文科省の協力下で放課後児

童クラブ（学童保育）の受け皿を拡大するとともに、学童保育と全児童対策の一体型を中

心とした放課後児童クラブ（学童保育）と放課後子ども教室（全児童対策事業）の計画的

整備を目指すとして、市町村に努力目標を数値化することや条例による学童保育の運営を

努力義務とすることとなっている。全国一律の基準による制度化の徹底というよりも、現

実の多様性はふまえっっ、学童保育と全児童対策事業の連携を積極的に図ることや学校や

家庭と学童保育・全児童対策事業との連携、さらには保護者の多様なニーズに対応する放

課後活動のための民間サービスの活用にもふれている。

　今回の子ども・子育て支援法施行後、これまでの学童保育の制度に関わる大きな変更ポ

イントは、市町村レベルの自治体ごとに学童保育に関する条例化を義務付けていること、

一 20一



さらに各市町村が学童保育の事業計画を作成し、事業実施主体と位置づけられていること

である。これまでにも市町村・各地域ごとに多様な展開をたどってきた学童保育のあり方

は、今後、ますます市町村の自治の方向性に影響を受けざるを得ないといえる。

　このように学童保育をめぐる社会状況が変化する中、各市町村において学童保育の担い

手はどのような主体となっているのか、いくつかの事例からみてみることにしたい。

4．学童保育における担い手の多様性

（1）大都市の事例一全児童対策事業への一本化や連携

1）神奈川県川崎市（人口約146万人、小学校数117校　市内児童数約72200人）

　川崎市の学童保育の歴史は古く、1962年から公設公営を基本として実施されてきた。し

かし、2003年より「留守家庭児童だけでなくすべての児童を対象とした」全児童対策事業

「わくわくプラザ」に学童保育事業を廃止・統合している。「わくわくプラザ」は川崎市の

全小学校で実施されており「遊びを通じて仲間作りをはかる」という趣旨の下、小学校校

舎を活用して全学年を対象にしている。児童の利用は事前申し込みによる登録制であり、

全児童の約5割が登録、基本的には無料である。特に学童保育のプログラムはないが、利

用児童の多くが留守家庭児童という実態に即して、通常申し込みとは別に「定期的利用」

申し込みがあり、学童保育的利用も不可能ではない。なお、「わくわくプラザ事業」には指

定管理者制度が導入されており、現在の運営は財団法人（市外郭団体）1・社会福祉法人2・

NPO法人2であるが、事業のほとんどは財団法人が委託されている。管理者によって指

導員の賃金や雇用形態・配置基準は異なっている11）。

　なお、川崎市には民間学童保育も存在するが、旧来の補助事業としての学童保育は完全

に民営化され、国庫補助対象にもなっていない。したがって、民間学童保育の担い手は保

護者による共同保育や塾等の企業による経営の他、NPO法人や福祉施設・生活協同組合

による運営など多様な主体が担い手となっている。利用料もそれぞれの民間学童保育毎に

大きく異なっており、週5日の利用で月に1万円台から5万円以上かかるところまである。

特に、企業による学童保育所では、学童保育の中に様々な習い事・体験を組み入れたサー

ビスを提供し、単なる保育以上の付加価値を付けることにより、利用者を呼び込む形とな

っている。

2）横浜市（人口約371万人、小学校数343校　市内児童数約185000人）

　横浜市における学童保育は1963年より市独自の「委託学童保育実施要綱」にもとづき、

運営委員会に委託するという形で実施されてきた。1993年からは全児童を対象とした「は

まっ子ふれあいスクール事業」（以下はまっ子）を開始、さらに2004年からは留守家庭児

童を含めた「放課後キッズクラブ」（以下キッズ）をスタートさせており、従来型の学童保
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表2　横浜市放課後児童育成事業比較表（H26．4．1）［横浜市HPより］
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㎜僻部まで）
平日：放課綾㌍19：00

土㎜：8：3〔レ・》19：00

平日：漁【》18：00

暁奥型：放縢後》19：00】

：±三　欄：9：0〔ト48：0D
【ヲ種萸国謹：8：3Dヌ置ま9：00ト【》19：00】

おやつ代等

50D円／年

顛
参加料17：00まで無料
　　　17：00から　昏㏄0円レく月

　（一：250o円〆月）
　　　　（→制蜘：aめFレ回》

・ 指導員（犠め　　　2名

・繍員俳常鋤　の璽数

圃
鋤 腿噸人 3人

翫殉人 4人
7レ、90人 5人
91人～ 6人

魍 職～35人 2人
35人～ 3人

17時以降

㎜り釧睨鐸敷2a873人
劉瞭串　　55磯

∞9か航鵬3末瑳在）

1．繊304『『円

108か断

a330吊円鞠ζ加露あり
樋年ベース）

参加料無料

園放隙酸キッズクラブと同じ

・チーフ’←トナー・㈱　1名
・ 7溝ン団一け一（熱鋤　必要数

闘
魎 人鱒慶
～35人 2人
凝フo人 3人
71｛⑳人 4人
馴人～ 5人

※障甕兄加塀あり

登録児圃臓6λ5お人

豊鯨摩　　49礁

偽8か翫脇3翻
1，8峨142千円

鎚か所

4｛辺0手円（従療型）※鯉二加算あり

δ229舶円儲茨型）※他に加算あり

㎜ウラヲ）

地嫡の理解と櫨力のもとに実施する放

課綾児童健全禰蜘纂として、疎護者が

労偶隙：より、澱：当該児霊力腸宅

する時間葡二家庭にいない児塵の傑護

及び遊びを遜しての健全な育成を行う。

昭和鵠鋼度

又は法人（株式会社を除く）35か所

215か所

・ 副鵬設：董73
・ 町内鍾薩・釦絵所：15
・ 幼羅鳳保滴園：6

〈自撒〉
・ 運幽婁員会瀦：10
・ 法人斎脊　　二4
・ 幼稻量保纐：7
横縄かつ、小学物二就学して
いる1～3年生までの留守織量
¢闘馨児物別な事由は6年生まで）

平8：5顕蝉曜髭λ上ン〆日、～18：00

※クラ壌二よって職肖
」：、　欄：9：G｝【u18；OD

※クラフによって時聞睡長育

箪均傑肖料瞼500円〆月

肥54現往）

（市醐：2500円屑の戚免｝

〈最鱈配■りL数〉

　　　　慧刈臓
　　　　　　　鰍小翻虞1　10～欝人
　　　　　　　襟鵬導員1

　　　　　　　撤蝿顧215噌9人　　　　　　　網勤指導員2

　　　　　　　揮摩員　　2
標準　20噸5人
　　　　　　　㎜員1
　　　　　　　指導員　　2
繍　36人～　　　　　　　襯鵬導員2

※描導鋤3潮駄

㎜綱鼠長時聞眺翼あり

豊鎌児■敷G8曜9人

⑳｝か所懸4現駐う

1．5鳳0彪千円※斬麟塵鋼臆予算含む

218か所

小朔膜1：282粁円
4轍2；a599苧円
標融：4田5引円
　　嘱駿9干円

謝藤あり
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育・全児童対策事業（はまっ子）・両者の連携型（キッズ）の3っが同じ自治体に混在する

という全国でも稀有なケースとなっている（表2参照）。行政としては年間18校ずつ「は

まっ子」を「キッズ」に移行させる計画となっており、将来的には従来からの学童保育と

キッズの2つに集約する方針である。

　横浜市の場合、学童保育運動をけん引してきた横浜学童保育連絡協議会・横浜学童保育

指導員会・横浜市従業員組合学童保育指導員支部を中心とする保護者や指導員による学童

保育の整備・運営の自律性が高いことが従来からの学童保育の存続につながっている。ま

た、地域住民組織を中心とする運営委員会への委託方式が長らく続けられてきたことも地

域に学童保育を根付かせるきっかけになっている。しかし、2006年から委託が補助に転換

し（表2参照）、運営主体として法人も補助金の交付対象となっている。現在、横浜市は従

来の学童保育への運営主体として株式会社を除外しているが、一方で「キッズ」への株式

会社参入は認めており、新制度移行をふまえて今後の行政の姿勢が注目される。

　川崎市と同じく横浜市をはじめ、首都圏では塾や各種習い事をはじめ、さまざまな企業

が学童保育事業に参入を始めている。これらは純粋にビジネスとしての学童の保育事業で

あり、学童保育の制度化とは別のところで、教育ビジネスとしての学童期保育事業は過熱

している12）。

（2）地方都市の事例一当事者による市民活動化と行政との協働

　筑紫野市・大野城市は

福岡市郊外のベッドタウ

ンとして人口・世帯とも

に同じように増加してき

た（表3）。学童保育の仕

組みは筑紫野市が保護者

による共同保育、大野城

市が市による直轄という

異なる形でスタートして

いる。制度化に伴う対応

表3筑紫野市・大野城市の人口・世帯数の推移（国勢調査）

120．000

10α000
8α00⑪

60，000

4α000
20，000

　　　0

ノフ7 〆二二一凹幽ぴ咽一

llllllIlllミ89没8窃8零8き9
曾曾曾曾曾曾曾9呂爲

一
大野城市

　　入ロ

ー一
大野城市

　　世帯数

一一一一 筑紫野市

　　人ロ

……… 筑紫野市

　　世帯数

について、ここでは両市を比較する形で紹介する。

3）筑紫野市（人口約10万人、小学校数11校　市内児童数約6200人）

　福岡県筑紫野市の学童保育は、市内の婦人団体連絡会（市職婦人部、生協、婦人会議な

ど）が中心となって1976年にある小学校で冬休みの自主保育を実施したことから始まっ

た。1980年代には各小学校に学童保育所が次々と開設されるとともに、1988年には「筑

紫野市留守家庭等児童育成クラブ事業に対する交付金交付規定」が施行され、市独自の委
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託事業として学童保育がスタートする。1996年には市内の学童保育所の連絡組織として

「筑紫野市学童保育連絡会」が結成され、2000年には「筑紫野市学童保育連絡協議会」と

なった。この時期まで、各学童保育所の事業運営は児童クラブの保護者会、連絡協議会が

補助事務を行うという形態であった。

　2003年の地方自治法の改正により、「公の施設」の管理運営に従来の管理委託に加え、

指定管理者制度が導入された。これを契機に、学童保育分野にも指定管理者制度が導入さ

れるところが少なくなく、特に福岡都市圏の郊外地域では制度を活用した民間委託に移行

するところが出てきた13）。筑紫野市では、あくまでも保護者が運営すべきという観点から

2005年にNPO法人「ちくしっ子ネットワーク」を設立するとともに、職員（指導員）の

待遇改善に取り組んだ。ただし、法人発足後も形式は保護者運営とはいえ、実質的には指

導員の代表が執行部会議に参加し、経費や行政との連絡等は非常勤の事務局職員が行う形

態であった。

　2012年の執行部役員に現在のY理事長と副理事長2名・専務理事（非常勤）が選出さ

れ、Y理事長の下で法人組織の強化がなされている。具体的には、理事任期の延長や常勤

専務理事の設置（2013年より）・行政との定例会議、理事会議案の事前周知や議事録の配

信・HP開設、顧問税理士や弁護士との連i携など積極的に進めている。特に、常勤専務理

事を置いたことにより、事務作業の取りまとめや各学童からの要望などへの対処、行政担

当者との情報交換や連携がスムーズにとられる形となった。また、理事会には全部で11

ある各学童保育所から選出された理事（各2～3名）が参加し、組織としての一体化が図

られている。

　これらの改革を通して、利用者であり法人会員である保護者は単なるサービスとしての

託児の受け手ではなく、指導員とともに法人の基本理念・保育理念を共有し、保護者によ

る運営の実質化が図られている14）。2013年までは福岡県学童保育連絡協議会に加盟して

いたが、同年末で退会し、現在はNPO法人学童保育協会と連i携している15）。

　このように、NPO法人化とリーダーを得ることによって（現在のY理事長体制）、学童

保育の当事者である保護者による自主的運営の実質化＝市民活動につなげている例として

ちくしっ子ネットワークの事例をみることができよう。

4）大野城市（人口約10万人、小学校数10校　市内児童数約6000人）

　大野城市では、2008年より学童保育事業にプロポーザル方式による指定管理者制度が導

入された。2008～2010年はワーカーズコープによる3年間の契約、2011～2016年まで現

在のNPO法人チャイルドケアセンター（以下チャイケア）が請け負っている。

　チャイケアは、大野城市を中心とする子育て期の母親による自主グループが子育て情報

誌「びい一んずキッズ」の自費出版をきっかけに（1995年）、育児サークルのつながりの

必要性を求めてNPO法人として立ち上げた組織である（2001年）。2002年から大野城市

のファミリーサポートセンター事業（以下ファミサポ）をモデル事業として委託され、現
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在は大野城市と那珂川町でファミサポを受託事業としている16）。

　大野城市の学童保育は2003年までは市の直轄であったが、2004年から土曜日の運営が

チャイケアに委託され、2005年からは平日を含めてチャイケアへの完全な随意契約事業と

なった。既述のように、2008年からは指定管理者制度が導入され、前年まで随意契約事業

者であったチャイケアではなく、初年度はワーカーズコープが選定された。

　学童保育が市の直轄からチャイケアに委託された当初（2005年）、指導員が市嘱託職員

からNPO職員という身分の移動を伴うことにより待遇も下がることから、かなりの摩擦

も生じた。新たに2011年からチャイケアが受託するにあたり、指導員は前事業者のワー

カーズコープから移動したものもいる。チャイケアでは、指導員の育成に力を入れており、

福岡県学童保育連絡協議会が行う研修の他、自前での研修会を積極的に行っている。また、

ファミサポ事業との連携を活かして、夜7時まではチャイケア、7時以降はファミサポの

会員が緊急サポート事業として学童保育に関わる仕組みを作っている。

　また、通常3年生までとする学童保育事業を4年生以上でも利用したいとする保護者が

協議会を組織し、チャイケアが支援する形で市からの受託事業者となり、長期休暇中に高

学年の学童保育として開設する「キートスクラブ」が2006年からスタートしている。

　以上のように、チャイケアは市民活動型NPO法人として地域のさまざまな子育て支援

事業に取り組む一方、学童保育事業では指定管理者制度の下で民間企業との競合にもさら

されており、市民活動の可能性を「協働」と市場化の関係から考察する事例として見てい

く必要がある。

5．まとめと今後の課題

　本稿では学童保育の政策展開と制度化の流れを確認し、4市の学童保育の現状を紹介し

てきた。本稿でのまとめとして、ここでは現状をふまえて今後検討すべき課題を大きく3

点確認するに留めたい。

　第1に、これまでの「学童保育運動」の役割と限界が指摘できよう。大都市を中心に展

開されてきた学童保育運動は、既述したように国としての学童保育の制度化に運動体とし

て政治的にも影響力を保持してきた。しかし、各地域の学童保育連絡協議会の組織率が低

下する中、運動の理念が共有されない。現実的な課題として一律の基準への実現化の見込

みは皆無であり（財政的裏付けもない）、現場では個々の多様な問題に対処しなければなら

ない。対抗性をもつ「運動」という側面からではなく、市民活動の実質化や行政との協働

といった現実的な課題として地域資源の活用を考察することが必要である。

　第2に、学童保育の制度化によるこれまでの仕組みとしての地域的共同（協働）への影

響を実証的に明らかにする必要性である。2015年からの子ども・子育て支援新制度では学

童保育事業は市町村に丸投げされている。条例化は義務であるが、市町村の自治の方向性

に学童保育のあり方は大きく左右される。各自治体はどのような根拠でどういった形態を
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選択するのか、本稿で紹介した事例についても、背景としての地域特性や地域条件をふま

えた詳しい分析が必要であることは言うまでもない。また、「協働」の中に自立性や競争の

論理が持ち込まれることにより、ローカルな形で学童保育を担ってきた地域的協働の持続

性や継続性に影響が及び、学童保育の市場化や企業と市民活動の競合も生まれていること

が本稿の事例からも明らかである。

　第3に、学童保育を通して「子育て支援」の枠組みにおける支援／被支援の関係の再考

の必要性である。学童保育を子育て支援という観点からどのように位置づけるかが課題で

ある。乳幼児期からの子育て支援との連続性もふまえて、学童保育は誰のための誰による

支援が望ましいのか、当事者としての保護者の関わり方や指導員の専門性という視点から、

考察することが求められる。この点は、学童保育の「公共性」という観点とも関わる問題で

あろう。

※本稿は2014～2016年度科学研究費（基盤研究C）「学童保育における社会資源の多様化と協働にみる

　子育て支援コミュニティの可能性」（代表：速水聖子、課題番号：26380681）による研究成果の一部で

　ある。

［注］

1）　学童期の保育の通称が「学童保育」である。「学童保育」の呼称は地域や自治体でも異なり、ある

　いは政策上の名称もさまざまである。本稿でも「留守家庭子ども会」「児童クラブ」などの呼称を記

　しているが、それらを総称して「学童保育」としている。

2）　「学童保育年報」No．1に掲載の1978年実施の都市学童保育実施状況調査による。

3）そもそも児童館は、すべての児童の健全な遊び場として健康増進・情操教育の目的をもつ施設とし

　て位置づけられ、児童福祉法の下で児童の健全育成の中心的施設とされた。

4）　この事業は人口5万人以上（のち3万人）の市町特別区を実施主体とするものであった。

5）　1976年厚生省都市児童健全育成事業実施要綱に事業実施の基本方針としてこのように明記されて

　いる。

6）留守家庭子ども会の4つの条件とは、①専用施設があること②児童は登録制であること③専門性の

　ある専任指導員が複数いること④長期休業中に開設されること、の4点である。詳しいいきさつにつ

　いては、広島市学童保育連絡協議会50周年記念誌「ひるまのきょうだい」（広島市学童保育連絡協議

　会編）を参照のこと。

7）少子化対策としての子育て支援政策の柱は、1つは保育サービスの拡充という形で就労との両立支

援であるが、1990年代以降は孤立化・密室化する育児が問題視される中での家庭育児支援という柱

が加わっている。子育て支援が政策としてこのように2つの方向で進められることの意味については、

家族や地域社会の変化・あり方をふまえたより広い視点における「子育ての社会化」という観点から

精査すべきと考えている。

8）児童クラブ（学童保育）が登録児童数や開所日数・指導員数や運営組織等、一定の条件を満たせば

　補助の対象となる制度がスタートした。

9）2001年に、厚労省は「全児童対策事業」でも「放課後児童健全育成事業」つまり学童保育として
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　の補助対象とする基準として、定員・専用室の確保・専任指導員の配置・開設日数などの8項目のク

　リアを打ち出した。

10）全児童対策との併用や全児童対策への学童保育の吸収という事例は、特に首都圏を中心とする大都

　市に多数みられる。後述する川崎市や横浜市をはじめ、東京都では23区特別区において採用が目立

　っている。

11）わくわくプラザは午後6時以降（7時まで）の定期的利用のみ月額2，500円かかる。

12）これら民間企業による学童保育サービスへの参入についても現在調査中であり、別の機会に報告を

　行いたい。

13）例えば宗像市や次に述べる大野城市の他、太宰府市、新宮町、春日市、那珂川町などを中心に福岡

　都市圏の郊外地域で学童保育への指定管理者制度が取り入れられている。価格や実績での競争により

　学童保育の市場化に結びつくことや、数年ごとの契約であることで事業の継続性といった点における

　課題など、さまざまな現実的問題が現場ではみられる。指定管理者制度を学童保育に採用することの

　問題については、全国学童保育連絡協議会によるレポート「指定管理者制度は学童保育になじまない」

　が2008年に出されている。この点については、事例調査を継続して行った上で別の機会に報告した

　い。

14）H26．3現在でちくしっ子ネットワーク会員はおよそ1，000人（利用児童数約1，230人）で事務局職

　員2名、指導員69名、年間予算規模が2億円である。（利用料月額7，500円）

15）NPO法人学童保育協会は2012年に大学の研究者や現場の学童保育指導員を中心に、指導員の専

　門性と社会的地位の向上を目的に発足した。指導員の現場研修と合わせた「学童保育指導員資格」を

　独自に発行しており、九州を中心にして多くの指導員が認定講習会に参加している。このように、地

　域で独自に学童保育指導員資格を発行する例として、岡山のNPO法人日本放課後指導員協会による

　　「放課後児童指導員資格」や愛知のNPO法人学童保育指導員協会による「学童保育士」がある。

16）現在は、大野城市を中心に乳幼児から学童、中学生に至るさまざまな育児支援を指定管理者や受託

　事業、また自主事業としても行っている。（学童保育の利用料は月額6，500円）
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